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１．コロナ禍で100%保証が増加

（出所）全国信用保証協会連合会より作成。

２．コロナを経て経営課題が複雑化 ３．業況が厳しい企業の倒産が顕在化 ４．再生・再チャレンジ支援ニーズが増加

保証付融資先を念頭に、事業者の経営悪化の予兆の早期把握及び適切な事業者支援の実行により経営力強化を後押ししていくモニタリングの在り方を検討

❖ データ生成・提供に対する事業者のネガ
ティブなマインドセット

❖ データ連携の円滑化（即時性の高いデータ
の活用、活用可能な形式のデータ連携等）

❖ 信用保証協会や地域金融機関における人的
リソースの制約

❖ 活用可能なデータの制約、データに基づく
予兆管理の仕組みの不足

❖ 事業者支援に対する事業者の腹落ち

❖ 予兆フラグ検知後の信用保証協会・地域金
融機関・支援者（士業等）における相互連
携の更なる円滑化

モニタリングの状況

背景

今後の対応策

❖ 事業者の定期的な情報提供の促進のた
め、事業者との定期的な接点を持つ支
援者（士業等）の関与も含めた、事業
者のインセンティブとなる信用保証の
仕組みの検討

１．事業者の情報提供に対する
インセンティブの仕組み

※モニタリングの高度化に係る基本的な考え方（事業者情報の共有・範囲等）を整理の上で、以下の対応を検討

❖ 会計ソフト等によって生成された、項
目名・内容・順番等が不揃いなデータ
の利活用に向けた互換性の確保に向け
た取組の検討

❖ 保証付融資先に対する早期の予兆把握
及び適切な事業者支援に向けて、予兆
管理を行う上での一定の着眼点を整
理・公表

❖ 予兆フラグ検知後の対応をはじめ、モ
ニタリングの各段階で、事業者を取り
巻く各主体が一定の役割分担に基づき、
各々の役割を果たしていく上での基本
的な考え方を整理・公表

２．DX/IT化によるモニタリング
高度化に向けた段階的取組

３．「予兆管理における着眼点」
の整理・公表

４．「モニタリング段階に応じた役割分担」
の整理・公表

（出所）日本政策金融公庫総合研究所「全国中小企業動向調査（中小企業編）」より作成。

課題の大半が
売上の停滞・減少 様々な課題に直面

売上・受注の停滞/減少

原材料高

求人難

人件費・支払利息等

倒産件数の推移（2025年1月時点）

（出所）東京商工リサーチ「全国企業倒産状況」より作成。

中小企業活性化協議会の支援実績

（出所）中小企業活性化協議会全国本部より作成。

モニタリングの高度化

事業者を取り巻く関係者の更なる連携深化の下、事業者からの提供情報を基にAI/IT等を活用しつつ、事業活動が継続困難となる前に、
各地域において早期の事業者支援が実施されることを目指す

事業者が自らの経営状況を適切に把握する重要性を認識し、経営状況の回復及び成長・持続的発展を目指す事業者への変革を後押し

目指す状態
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（参考１）DX/IT化によるモニタリング高度化に向けた段階的取組

• モニタリングの各フェーズ（①データ生成・取得、②予兆管理、③事業者支援）において、短期（足下）・中長期
（目標状態）で時間軸を分けつつ、モニタリングの高度化に向けた取組を検討・実行することが重要。

第１段階（現状） 第２段階（足下の取組） 第３段階（目標状態）

データ生成・取得  紙入手・OCR活用

 データ生成・提供に対する事業者のポジ

ティブなマインドセット

 会計ソフトの出力データ等、データを活

用可能な形で取得（互換性の確保）

 事業者自ら経営状況を月次等で管理・確

認することが習慣化

 バックオフィスのDX/IT化と連動して事

業者から自動で必要範囲のデータを取得

予兆管理
 データ取得可能な事業者に対する、年次

中心の財務健全性に基づくリスク判定

 信用保証協会・地域金融機関・支援者の

連携かつ高頻度の予兆管理

 可能な限り即時性の高いデータに基づく

自動の予兆フラグ

 財務情報・商流情報・定性情報・非財務

情報やリアルタイムでの将来キャッシュ

フロー計算等に基づく予兆管理（AI活用

等による自動化）

事業者支援
 特に実質保証協会メインの事業者は、条

件変更等発生後を中心に支援

 期中からの予兆管理に基づくプッシュ型

の支援（経営支援部門と保証部門を核に、

必要に応じ地域金融機関の経営支援部門

や営業部門も巻き込んだ「野戦病院

型」）

 予兆フラグの検知主体に応じた円滑な関

係者連携下での支援

 平時から、事業者との信頼関係を前提に、

信用保証協会・地域金融機関・支援者で

連携しつつ、先を見据えた支援を実行

モニタリングの各フェーズにおける段階的な取組（イメージ）
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（参考２）「予兆管理における着眼点」の概要
• 信用保証協会・地域金融機関・支援者の各主体において取得・活用可能な情報の種類・粒度や予兆管理の仕組み（DX/IT化の進捗）

等に応じた診断方法に基づき※、動態的に確認していくべき予兆フラグの項目例を整理。

①簡易診断：最低限の情報（決算書・試算表等の勘定科目）で事業者の経営悪化の予兆をより早期に検知していく診断

②通常診断：様々な角度からの情報（財務分析指標や財務諸表以外の情報）を組み合わせながらより的確に予兆を検知していく診断

③高度診断：AI活用も含めたDX/IT化の進展等の下で得られた情報で行われる精度の高い診断

※例えば、高度診断まで対応可能な主体においては、初期段階から高度診断までの項目で予兆管理を行うことが望ましい。簡易診断であれば対応可能な主体においては、
簡易診断から始めて、事業者との関係性深化等により取得及び活用可能な情報が増えた場合には、通常診断など精度を上げた予兆管理も行っていくことが想定される。

• モニタリングを行う各主体において、活用可能な情報の種類・粒度や予兆管理の仕組みに応じて、着目すべき項目・診断頻度・予兆
フラグの基準を検討する。その際には、各主体・地域の実態等に基づく柔軟な変更も含めて項目等を選定し、効率的・効果的な診断
を行っていくことが勧奨される。

収益力改善実務指針
経営デザインシート 等

データ取得

予兆管理

予兆発見

支援ニーズ
掘り起こし

事業者支援 フォローアップ
事業者支援
の流れ

予兆管理における
着眼点

①
簡易診断

②
通常診断

③
高度診断

「予兆管理における着眼点」の位置づけ予兆管理における着眼点（例）

「予兆管理における着眼点」の用途（例）

✓ 事業者（自己診断）、信用保証協会・地域金融機関・事
業者との接点が多い支援者（税理士等）等における予兆
管理水準の目安

✓ 事業者支援/フォローアップにおける支援者の参照材料

①簡易診断

②通常診断

③高度診断

純資産額 棚卸資産
仮払金・未払金

売掛債権・仕入債務の
期日等を踏まえた
将来キャッシュフロー

口座入出金状況
税金・社会保険料の滞納
主要取引先の支払状況
定性情報※（事業者との対話等）
※取引先の経営状況、従業員の入退社状況、滞留在
庫の状況等を含む

粉飾アラート

定性情報アラート

デフォルトアラート

※予兆フラグの基準（例）
• 業界平均値との乖離度合
• 過去決算/経年推移での増減比較

※診断頻度
（月次・四半期毎・半期毎・年次）

AI活用も含めたDX/IT化の進展等で得られる情報

一定の計算を要する財務分析指標や
財務諸表以外の情報

決算書・試算表等の勘定科目

売上高増加率 営業利益率
労働生産性 自己資本比率
営業運転資本回転期間
EBITDA有利子負債倍率

売上高
粗利額 又は 営業利益
現預金
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（参考３）「モニタリング段階に応じた役割分担」の概要
• モニタリングの各段階で、事業者を取り巻く各主体が一定の役割分担に基づき、各々の役割を果たしていくことが重要。こうした連

携の在り方について、各地域において関係主体間で認識の共有を行っていく上での参考材料として、基本的な考え方を示すもの。

➢ まず期初等の基準時点において、信用保証協会や地域金融機関において、蓄積情報に基づくターゲティング（期初のターゲティン
グ）で、その後の期中に「重点的に予兆管理を行う事業者」を抽出する。

➢ 各主体が所有するリソース（データ・システム・マンパワー等）に応じて、それぞれの視点から複眼的に期中の予兆管理を行う。
信用保証協会や地域金融機関の両者の重点対象外（その他）に属する保証付融資先についても、信用保証協会、地域金融機関、士
業（税理士・公認会計士等）が必要に応じて関係機関と連携しつつ、それぞれの予兆フラグの仕組みの下で予兆管理を行う。

➢ 期中に予兆フラグが検知された場合には、事業者の状況精査の上で、関係主体で連携をしながら必要な事業者支援を行う。

予兆フラグを検知した主体において
適切な対応を検討・実行

＜対応例＞
① 所有する事業者情報（財務情報・

非財務情報等）との照合
② 事業者とコミュニケーションに基

づく状況精査
③ 経営悪化の要因や本質的な課題な

ど事業者に気付きを与えるなど、
必要な支援を特定・実行

※リソース制約等を踏まえて、必要に応じ
て早期に関係機関と連携して対応

予兆管理（予兆フラグの検知）データ生成・取得

保証付融資先

地域金融機関
重点対象

信用保証協会
重点対象

（重複層）

その他

地域金融機関

士業等
（税理士・公認会計士等）

事業者支援

期初等のターゲティング

• 決算書やモニタリング報
告等の基礎的な情報
－売上高や利益率等
－借入金状況等

• 事業者のCRD区分の状況
• 保証利用状況 等

蓄積情報

各金融機関のシステム
による予兆フラグ確認

月次巡回等の事業者と
のやり取りを通じた経
営状況確認

期中の予兆管理 予兆フラグ検知後の対応

• 月次試算表/月次決算書
※予兆管理における着眼
点の項目等

• 定性情報
• 入出金状況 等

即時性の高い情報取得

信用保証協会
予兆管理における着眼
点も踏まえた予兆フラ
グ確認

※取得可能な情報に応じて期中の経営状況の変化を捕捉

モニタリング各段階における役割分担（イメージ）

情報保有する範囲
（イメージ）

それぞれの視点から複眼的に予兆管理
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